
 

政府の取組について 

平成 29 年 10 月 

 

・「公共建築物における木材の利用の促進に関する基本方針」

の変更について（林野庁・国土交通省） 

 

・「木造計画・設計基準及び同資料」の改定について 

（国土交通省） 

 

・枠組壁工法の床版及び屋根版にＣＬＴを使用するための基

準整備について（国土交通省） 

 

・ＣＬＴ建築物の企画段階からの設計支援について（林野庁） 

 

・ＣＬＴ特別アドバイザー、ＣＬＴ広報大使の委嘱について 

（内閣官房） 
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「公共建築物における木材の利用の促進に関する基本方針」

の変更について 

 

林 野 庁 

国土交通省 

 

○ 公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律（平成 22 年法律第

36 号）に基づき主務大臣（農林水産大臣、国土交通大臣）が策定する基本

方針について、CLT に関する告示や合法伐採木材等の流通及び利用の促進に

関する法律の施行等を踏まえ、平成 29 年６月 16 日付けで変更。 

 

【基本方針変更の主なポイント】 

・公共建築物に利用される木材を供給する林業従事者、木材製造業者等は、

合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律に基づき、合法伐採木

材等の円滑な供給の確保を図る旨を規定 

・公共建築物の整備に当たっては、CLT や木質系耐火部材等の新たな木質部

材について活用を促進する旨を規定 

・国は、木材利用の促進に資する有益な情報や優良事例等をとりまとめ、

地方公共団体に対して共有する旨を規定 

 

○ 林野庁と国土交通省は、基本方針の変更を踏まえ、各省庁に対して、CLT

等の新たな木質部材の活用等の積極的な検討や各省各庁の長が定める「公

共建築物における木材の利用の促進のための計画」の見直しの検討も含め、

公共建築物における木材の利用の一層の促進について文書で依頼。 

 



「木造計画・設計基準及び同資料」の改定について 

 

国土交通省 

 

○ 官庁施設の営繕を行うに当たり、木造施設の設計に関する技術的な事項

及び標準的な手法を定める「木造計画・設計基準及び同資料」を平成 29 年

３月 29 日付けで改定。 

 

【改定の主なポイント】 

・指定建築材料及び材料強度に関する告示改正（平成 28 年 3 月）や CLT を

用いた建築物の一般的な設計法に関する告示制定（平成 28 年 4 月）等を

踏まえ、新たに CLT に関する規定を追加 

・その他、関係法令、各種基準及び規格類との整合等 

 

○ 改定を踏まえ、各省庁や地方公共団体へ文書で周知するとともに、各種

営繕部門会議や講習会等においても、説明を実施。 

 

 

 

 

 



枠
組
壁
工
法
の
床
版
及
び
屋
根
版
に
Ｃ
Ｌ
Ｔ
を
使
用
す
る
た
め
の
基
準
整
備

【
背

景
】

枠
組
壁
工
法
（
ツ
ー
バ
イ
フ
ォ
ー
工
法
）
に
お
い
て
、
工
期
の
短
縮
、
意
匠
性
、
施
工
性
等
の
観
点
か
ら
、
新
し
い
木
質
系
の
建

築
材

料
で
あ
る
Ｃ
Ｌ
Ｔ
の

活
用

ニ
ー
ズ
が

高
ま
っ
て
い
る
と
こ
ろ
。

【
改

正
内

容
】

従
来
、
枠
組
壁
工
法
に
お
い
て
は
、
精
緻
な
構
造
計
算
を
行
わ
な
け
れ
ば
C
L
T
を
構
造
部
材
と
し
て
用
い
る
こ
と
は
で
き
な
か
っ

た
と
こ
ろ
、
今

般
、
構

造
計

算
を
行

っ
た
場

合
に
お
い
て
は

、
床

版
及

び
屋

根
版

に
C
L
T
を
用

い
る
こ
と
を
可

能
と
す
る
。

一
般

的
な
枠

組
壁

工
法

の
仕

様

床
版

：
床
組
と
床
下
地
材
で
構

成
小
屋
組
等
：
小
屋
組

と
屋
根
版

（
屋
根
下
地
材
と
屋
根
葺
材
）
で
構
成

屋
根

版
及

び
床

版
を
C
L
T
版

と
し
た
枠

組
壁

工
法

の
仕

様

床
版

：
Ｃ
Ｌ
Ｔ
版

で
構

成
小
屋
組
等
：
小
屋
組
（
た
る
き
を
除
く
）
と
Ｃ
Ｌ
Ｔ
版

で
構

成

１
階

の
床

に
使

う
場

合
は

、
１
階

の
床

版
の

み
構

造
計

算

２
階

の
床

に
使

う
場

合
は

、
建
物
全
体
の
構
造
計
算

屋
根

に
使

う
場

合
は

、
建
物
全
体
の
構
造
計
算

Ｃ
Ｌ
Ｔ
床
版

Ｃ
Ｌ
Ｔ
屋
根
版

C
LT

の
床
版
と
屋
根
版
の
導
入

枠
組

壁
工

法
又

は
木

質
プ
レ
ハ

ブ
工

法
を
用

い
た
建

築
物

又
は

建
築

物
の

構
造

部
分

の
構

造
方

法
に
関
す
る
安
全
上
必
要
な
技
術
的
基
準
を
定
め
る
件
（
国
土
交
通
省

告
示

第
１
５
４
０
号

）
【
平

成
29

年
9月

26
日
国
土
交
通
省
告
示
第
８
６
７
号
】
等
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ＣＬＴ特別アドバイザー・ＣＬＴ広報大使の委嘱について 

 

 

１．委嘱について 

① ＣＬＴ特別アドバイザー 

関係省庁等に対して活用促進に向けた助言を

いただくため、新国立競技場の設計に携わられ

た建築家の 隈 研吾 氏に委嘱。 
 
 
 
 
 
 
 

② ＣＬＴ広報大使 

各種イベント等における普及啓発に協力いた

だくため、農林水産省「みどりの広報大使」も務

めておられる 野中 葵 氏（2017 ミス日本みどり

の女神）に委嘱。 

 

 

 

 

 

 

２．活動について 

・平成２９年６月５日、（一社）日本ＣＬＴ協会の総会後の特別講演

において、野中氏の司会により、隈氏が講演。 

・関係省庁等に対する助言予定（隈氏） 

・ＣＬＴ関係の各種会合において活動予定（野中氏） 

 

※ 委嘱状の交付 

関係省庁連絡会議議長である野上浩太郎内閣官房副長官より、平成

２９年５月１７日付けで委嘱状を交付。 



ＣＬＴ関連予算概算要求について 

（全て内数扱い、国費ベース） 

【ＣＬＴ等木材利用への支援予算】 

林野庁 建築物の木造・木質化及び木材産業活性化総合対策 6.6 億円 

林業・木材産業成長産業化促進対策 293 億円 

国交省 サステナブル建築物等先導事業（木造先導型）126.6 億円 

新しい木質材料を活用した混構造建築物の設計・施工技術の

開発 0.8 億円 

環境省 木材利用による業務用施設の断熱性能効果検証事業 45 億円 

業務用施設等におけるネット・ゼロ・エネルギー・ビル(ZEB)

化・省 CO2 促進事業 65 億円 

（ＣＬＴを活用したＺＥＢについて審査時に優遇） 

賃貸住宅における省 CO2 促進モデル事業 35 億円 

（ＣＬＴを活用した賃貸住宅について審査時に加点措置） 

【参考：ＣＬＴ建築物での活用も可能な予算】 

文科省 公立学校施設整備費 2006 億円 

私立学校施設整備費補助金 341 億円 

厚労省 次世代育成支援対策施設整備交付金 75 億円 

保育所等整備交付金 944 億円 

地域医療介護総合確保基金(介護分) 事項要求（423 億円） 

地域医療介護総合確保基金(医療分) 事項要求（904 億円） 

医療施設等施設整備費補助金 ７億円 

医療提供体制施設整備交付金 34 億円 
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建
築
物
の
木
造
・木
質
化
及
び
木
材
産
業
活
性
化
総
合
対
策

本
格
的
な
利
用
期
を
迎
え
た
森
林
資
源
を
活
か
し、
新
た
な
木
材
需
要
の
創
出
と、
地
域
材
の
安
定
供
給
体
制
の
構
築
を
車
の
両
輪
とし
て
進
め
、林
業
・木
材

産
業
の
成
長
産
業
化
を
実
現
す
る
こと
が
重
要
。

背
景

無
垢
製
材
品
の
利
用
強
化

（
無
垢
製
材
品
の
利
用
強
化
対
策
）

【1
12
,0
00
（
78
,6
47
）
千
円
】

中
高
層
の
建
築
物
等
に
活
用
で
き
る
Ｃ
Ｌ
Ｔ
等
の
利
用
促
進
、無
垢
製
材
品
の
利
用
強
化
な
ど新
た
な
木
材
需
要
の
創
出
、地
域
材
の
生
産
・加
工
・流
通
体

制
づ
くり
を
支
援
しま
す
。

実
施
内
容

平
成
30
年
度
予
算
概
算
要
求
額

65
8,
57
8（
52
7,
86
5）
千
円

（
１
）
顔
の
見
え
る
木
材
で
の
快
適
空
間
づ
く
り

Ａ
材
丸
太
を
原
材
料
と
す
る
付
加
価
値
の
高
い
構
造
材
、

内
装
材
、
家
具
、
建
具
等
の
製
品
・
技
術
開
発
や
普
及
啓

発
等
の
取
組
を
支
援

無
垢
製
材
品
の
良
さ
（
香
り
、
柔
ら
か
さ
、
温
も
り
等
）の
定

量
的
な
計
測
・
分
析
を
実
施

普
及
啓
発

新
た
な
内
装
材
の
開
発

内
装
材
の
違
い
に
よ
る
影
響
調
査

（
２
）
無
垢
製
材
品
の
多
面
的
機
能
の
把
握

Ｃ
Ｌ
Ｔ
等
の
利
用
促
進

（
Ｃ
Ｌ
Ｔ
等
新
た
な
木
質
建
築
部
材
利
用
促
進
・定
着
事
業
）

【4
13
,6
88
（
32
3,
30
3）
千
円
】

（
１
）
Ｃ
Ｌ
Ｔ
建
築
物
の
設
計
・
建
築

（
２
）
新
た
な
製
品
・
技
術
の
開
発

普
及
・
波
及
効
果
の
高
い
協
議
会
方
式
に
よ
る
Ｃ
Ｌ
Ｔ
建
築

物
の
設
計
・
建
築
の
取
組
等
へ
の
支
援

Ｃ
Ｌ
Ｔ
強
度
デ
ー
タ
の
収
集

木
質
耐
火
部
材

木
材
を
難
燃
処
理
木
材
、
モ
ル
タ
ル
で
被
覆

基
準
整
備
に
必
要
な
デ
ー
タ
収
集
や
民
間
の
創
意
工
夫
を

活
用
し
た
独
自
性
、
新
規
性
が
高
い
開
発
等
を
支
援

設
計
・
施
工
ノ
ウ
ハ
ウ
の
横
展
開

地
域
材
の
生
産
・加
工
・流
通
体
制
づ
くり

（
新
た
な
生
産
・加
工
・流
通
体
制
づ
くり
推
進
対
策
）

【1
32
,8
90
（
12
5,
91
5）
千
円
】

（
２
）
木
材
加
工
設
備
導
入
等
に
対
す
る
利
子
助
成

（
３
）
木
材
加
工
設
備
等
の
リ
ー
ス
導
入
に
対
す
る
支
援

（
１
）
需
給
情
報
の
共
有
・
活
用

（
４
）
森
林
認
証
材
の
需
要
拡
大

木
材
加
工
設
備
や
山
林
取
得
等
に
対
す
る
利
子
助
成

木
材
加
工
設
備
等
の
リ
ー
ス
導
入
を
支
援

川
上
か
ら
川
下
ま
で
の
関
係
者
が
広
域
的
に
連
携
し
た
協

議
会
開
催
等
に
よ
り
、
需
給
情
報
の
共
有
・
活
用
を
図
り
な

が
ら
、
新
た
な
生
産
・
加
工
・
流
通
体
制
を
構
築

森
林
認
証
材
の
普
及
啓
発
等
の
取
組
を
支
援

木
材
加
工
設
備

需
給
情
報
を
活
用
し
た
各
地
区
の
取
組
を
進
展
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林
業
成
長
産
業
化
総
合
対
策

【
平
成
3
0
年
度
予
算
概
算
要
求
額

３
０
，
０
０
０
百
万
円
】

新
た
な
ス
キ
ー
ム
の
下
で
意
欲
と
能
力
の
あ
る
経
営
体
に
森
林
の
管
理
経
営
を
集
積
・
集
約
化
す
る
地
域
を
重
点
的
に

支
援
す
る
こ
と
と
し
、
路
網
整
備
・
機
械
導
入
を
集
中
的
に
実
施
す
る
ほ
か
、
主
伐
・
再
造
林
の
一
貫
作
業
の
推
進
、
川

下
と
の
連
携
強
化
、
Ｊ
Ａ
Ｓ
無
垢
材
の
利
用
拡
大
な
ど
、
川
上
か
ら
川
下
ま
で
の
取
組
を
総
合
的
に
支
援
し
ま
す
。

川
上

川
中

川
下

森
林
所
有
者

素
材
生
産
業
者
等

製
材
業
者

木
材
需
要
者

意
欲
と
能
力
の
あ
る
経
営
体

JA
S
無
垢
製
材
品
を
製
造
す
る
業
者

需
要
の
開
拓
に
意
欲
の
あ
る
者

工
務
店

建
設
会
社

ハ
ウ
ス
メ
ー
カ
ー

等

林
業
・
木
材
産
業
成
長
産
業
化
促
進
対
策

【
2
9,
3
0
0百

万
円
】

（木
材
産
業
等
競
争
力
強
化
対
策
）

（
持
続
的
林
業
確
立
対
策
）

木
材
加
工
流
通
施
設
等
の
整
備

木
造
公
共
建
築
物
等
の
整
備

木
質
バ
イ
オ
マ
ス
利
用
促
進
施
設
の
整
備

特
用
林
産
振
興
施
設
の
整
備

・
木
材
需
要
者
に
よ
る
非
住
宅
分
野
や
２
×
４
建
築
な
ど
に
お
け
る
Ｊ
Ａ
Ｓ
無
垢

材
の
購
入
を
実
証
的
に
支
援
等

木
材
生
産
高
度
技
術
者
育
成
対
策

【
2
0
0
百
万
円
】

Ｊ
Ａ
Ｓ
無
垢
材
利
用
拡
大
対
策

【
5
0
0
百
万
円
】

・
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
活
用
支
援
（
路
網
整
備
の
効
率
化
の
た
め
の
人
材
育
成
、
作
業
シ
ス
テ
ム
の

効
率
化
等
）

コ
ン
テ
ナ
苗
生
産
基
盤
施
設
等
整
備

・
造
林
の
コ
ス
ト
削
減
に
資
す
る
コ
ン
テ
ナ
苗
の
安
定
供
給

意
欲
と
能
力
の
あ
る
経
営
体
の
育
成

・
主
伐
を
行
う
素
材
生
産
業
者
等
の
規
模
拡
大
等
を
支
援

森
林
整
備
地
域
活
動
支
援
交
付
金
等

・
施
業
の
集
約
化
に
向
け
た
境
界
の
明
確
化
等

民
国

連
携

路
網
整
備

・
木
材
の
搬
出
コ
ス
ト
を
低
減
す
る
た
め
の
基
盤

整
備

高
性
能
林
業
機
械
導
入
（
購
入
、
リ
ー
ス
）

搬
出
間
伐
の
推
進

資
源
高
度
利
用
型
施
業

・
主
伐
時
の
全
木
集
材
、

そ
れ
と
一
貫
し
て
行
う
再
造
林
の
実
施

林
業
成
長
産
業
化
地
域
保
全
対
策
事
業

・山
村
地
域
の
防
災
・減
災
対
策

・
森
林
資
源
保
全
対
策
（鳥
獣
害
、
病
虫
害
対
策
等
）

民
国

連
携

民
国

連
携

林
業
成
長
産
業
化
地
域
創
出
モ
デ
ル
事
業

・新
た
な
ス
キ
ー
ム
を
活
用
し
て
先
進
的
に
取
り
組
む
地
域
を
モ
デ
ル
と
し
て
ソ
フ
ト
支
援

民
国

連
携

意
欲
と
能
力
の
あ
る
経
営
体
と
の
連
携
を
前
提
に
支
援

新
た
な
ス
キ
ー
ム
を
活
用
す
る
地
域
に
対
し
重
点
的
に
支
援
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サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
建
築
物
等
先
導
事
業
（
木
造
・
木
質
化
分
野
）

下
記
の
要
件
を
満
た
す
木
造
又
は
木
質
化
建
築
物

（
公
募
し
、
有
識
者
委
員
会
に
よ
り
選
定
）

③
建

築
基

準
法

上
特

段
の

措
置

を
要

す
る
一

定
規

模
以

上
の

も
の

④
多

数
の

者
が

利
用

す
る
施

設
又

は
設

計
・
施

工
に
係

る
技

術
等

の
公

開
等

木
質

ﾊ
ｲ
ﾌ
ﾞﾘ
ｯ
ﾄﾞ
構

造
部

材
を

使
用

し
た
耐

火
建

築
物

【
調

査
設

計
費

】
木

造
化

・
木

質
化

に
関

連
す
る
費

用
の

１
／

２
の

額

①
構

造
・
防

火
面

の
先

導
的

な
設

計
・
施

工
技

術
の

導
入

②
使

用
す
る
材

料
や

工
法

の
工

夫
に
よ
り
整

備
コ
ス
ト
を
低

減
さ
せ

る
な
ど
の

、
木

材
利

用
に
関

す
る
建

築
生

産
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て
先

導
性

を
有

す
る
も
の

Ｃ
Ｌ
Ｔ
工

法
に
よ
る
木

造
ホ
テ
ル

民
間

事
業

者
、
地

方
公

共
団

体
等

●
補

助
対

象
事
業
者

●
対

象
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

【
建

設
工

事
費

】
木

造
化

・
木

質
化

す
る
こ
と
に
よ
る
掛

か
り
増

し
費

用
の

１
／

２
の

額
。
た
だ
し
、
上

記
費

用
の

算
出

が
困

難
な

場
合

は
、
建

設
工

事
費

の
１
５
％

（
木

造
化

の
場

合
）
、

３
．
７
５
％
（
木

質
化

の
場

合
）

●
補

助
額

木
造
・
木
質
化
等
に
係
る
住
宅
・
建
築
物
の
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
広
く
民
間
等
か
ら
提
案
を
募
り
、
支
援
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
総
合
的
な
観

点
か
ら
サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
な
社
会
の
形
成
を
図
る
。

木
造

・
木

質
化

分
野

の
概

要

（
１
）
多

様
な
用

途
の

先
導

的
木

造
建

築
物

へ
の

支
援

宿
泊
施
設
や
事
務
所
等
先
導
的
な
設
計
・
施
工
技
術
が
導
入
さ
れ
る
実
用
的
で
多
様
な
用
途
の

木
造
建
築
物
等
の
整
備
に
対
し
、
国
が
木
造
・
木
質
化
に
伴
う
掛
か
り
増
し
費
用
の
一
部
を
助
成
。

（
２
）
実

験
棟

の
整

備
へ

の
支

援
と
性

能
の

把
握

・
検

証

【
調

査
設

計
費

及
び
建

設
工

事
費

】
定

額
（
上

限
３
０
百

万
円

）

●
補

助
対

象
事
業
者

●
対

象
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

●
補

助
額

民
間

事
業

者
、
地

方
公

共
団

体
等

C
L
T
（
直

交
集

成
板

）
パ

ネ
ル

C
L
T
工
法
に
よ
る
実
験
棟

➀
木

材
利

用
に
関

す
る
建

築
生

産
シ
ス
テ
ム
等

の
先

導
性

を
有

す
る
こ
と

➁
国

の
制

度
基

準
に
関
す
る
実

験
・
検

証
を
行

う
こ
と

➂
公

的
主

体
と
共

同
ま
た
は

協
力

を
得

て
研

究
を
行

う
こ
と

➃
実

験
・
検

証
の

内
容

を
公

表
す
る
こ
と

➄
実

験
・
検

証
の

一
般

公
開

等
に
よ
る
普

及
啓

発
に
資

す
る

こ
と

下
記

の
要

件
を
満

た
す
木

造
の

実
験

棟
（
公

募
し
、
有

識
者

委
員

会
に
よ
り
選

定
）

《
採
択
実
績
》

合
計
67

件
（
平
成
22

～
26

年
度
ま
で
の
前
身
事
業
の
実
績
を
含
む
）

（
近

年
の

年
度

別
）

24
年
度
：
7、

25
年
度
：
7、

26
年
度
：
5、

27
年
度
：
8、

28
年
度
：
22

（
う
ち
実

験
棟
5）

《
採
択
実
績
》

合
計
67

件
（
平
成
22

～
26

年
度
ま
で
の
前
身
事
業
の
実
績
を
含
む
）

（
近

年
の

年
度

別
）

24
年
度
：
7、

25
年
度
：
7、

26
年
度
：
5、

27
年
度
：
8、

28
年
度
：
22

（
う
ち
実

験
棟
5）

Ｃ
Ｌ
Ｔ
等
新
た
な
木
質
建
築
材
料
を
用
い
た
工
法
等
に
つ
い
て
、

建
築
実
証
と
居
住
性
等
の
実
験
を
担
う
実
験
棟
の
整
備
費
用

に
対
し
、
国
が
一
定
の
費
用
を
助
成
（
※
）。

※
平
成
2
8
年
度
第
2
次
補
正
予
算
に
お
い
て
措
置
。

平
成
３
０
年
度
予
算
概
算
要
求
額
：

環
境
・
ス
ト
ッ
ク
活
用
推
進
事
業

1
2
6
.5
8
億
円
の
内
数
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【
総
合
技
術
開
発
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
】

新
し
い
⽊
質
材
料
を
活
⽤
し
た
混
構
造
建
築
物
の
設
計
・
施
⼯
技
術
の
開
発

要
旨

H3
0要

求
額

：
７

７
百

万
円

研
究

期
間

：
Ｈ

２
9〜

Ｈ
３

3
本

課
題

で
は

、
⽊

材
の

利
⽤

推
進

、
材

料
の

特
性

を
い

か
し

た
可

変
性

の
拡

⼤
、

施
⼯

期
間

の
短

縮
、

⽊
材

を
表

⾯
に

⾒
せ

る
使

⽤
ニ

ー
ズ

へ
の

対
応

な
ど

、
各

種
⽬

的
を

実
現

す
る

た
め

、
CL

T等
の

⽊
質

系
⼤

型
パ

ネ
ル

を
⽤

い
た

⽊
造

と
他

構
造

種
別

、
⽊

質
系

他
構

法
（

集
成

材
構

造
･2

X4
⼯

法
）

の
混

構
造

建
築

物
の

設
計

・
施

⼯
技

術
の

整
備

に
資

す
る

技
術

開
発

を
⾏

う
。

【
構

造
性

能
】

CL
T等

＋
他

構
造

種
別

に
よ

る
混

構
造

、
⽊

質
系

の
他

の
構

法
の

混
⽤

に
よ

る
架

構
の

構
造

設
計

法
の

検
討

。
混

構
造

建
築

物
の

耐
震

要
素

、
接

合
部

の
技

術
資

料
・

モ
デ

ル
化

⼿
法

の
整

備
【

防
耐

⽕
性

能
】

⽊
質

系
準

耐
⽕

・
耐

⽕
構

造
と

他
構

造
種

別
に

よ
る

混
構

造
の

防
耐

⽕
設

計
法

の
検

討
。

混
構

造
に

お
け

る
延

焼
防

⽌
要

素
お

よ
び

異
種

構
造

部
材

、
接

合
部

等
の

防
耐

⽕
性

能
と

構
造

⽅
法

等
に

関
す

る
技

術
資

料
の

整
備

【
耐

久
性

能
】

中
層

建
築

物
の

耐
久

性
能

向
上

に
資

す
る

設
計

・
施

⼯
及

び
維

持
管

理
に

関
す

る
技

術
資

料
の

整
備

。

研
究

内
容

成
果

(ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

)
＜

⽊
造

と
RC

造
の

混
構

造
の

例
＞

＜
混

構
造

建
築

物
に

お
け

る
各

材
料

の
⻑

所
＞

木
質

材
料

鋼
材

R
C

省
C

O
2

軽
量

可
変

性

高
強

度
高

靭
性

高
強

度
耐

火
性

能

・
⽊

造
と

他
構

造
種

別
、

他
構

法
に

よ
る

混
構

造
建

築
物

の
構

造
設

計
法

の
提

案
、

防
耐

⽕
上

の
技

術
資

料
の

整
備

・
官

庁
施

設
に

お
け

る
⽊

造
技

術
資

料
類

へ
の

反
映

・
混

構
造

建
築

物
の

耐
久

性
向

上
の

た
め

の
技

術
資

料
の

整
備

適
材
・適

所
の
自
由
度
の
高
い
設
計
・施

工
等

RC
メ

ガ
ス

ト
ラ

ク
チ

ャ
+

 ⽊
造

（
可

変
性

）
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背
景

・
⽬

的
事

業
概

要


CL
T等

に
代

表
さ

れ
る

新
た

な
部

材
を

⽤
い

た
建

築
物

の
省

エ
ネ

・
省

CO
2効

果
を

定
量

的
に

評
価

す
る

た
め

、
CL

T等
を

⽤
い

た
建

築
物

等
の

建
設

に
必

要
な

設
計

費
、

⼯
事

費
、

設
備

費
、

省
CO

2効
果

等
の

定
量

的
評

価
に

係
る

計
測

費
の

⼀
部

を
補

助
す

る
。


CL

T等
を

⽤
い

た
建

築
物

等
の

、
断

熱
性

能
や

調
湿

性
等

の
省

エ
ネ

・
省

CO
2に

資
す

る
性

能
の

定
量

的
に

評
価

す
る

。
断

熱
性

能
や

調
湿

性
能

等
の

省
エ

ネ
・

省
CO

2性
能

に
つ

い
て

は
、

既
存

断
熱

材
等

と
の

⽐
較

、
使

⽤
条

件
等

に
応

じ
た

デ
ー

タ
を

定
量

的
、

網
羅

的
か

つ
継

続
的

に
測

定
、

解
析

し
、

今
後

の
CL

T等
を

⽤
い

た
建

築
物

に
展

開
す

る
。


本

評
価

を
通

じ
て

、
⼀

次
エ

ネ
ル

ギ
ー

消
費

量
、

エ
ネ

ル
ギ

ー
起

源
CO

2排
出

削
減

効
果

等
を

検
証

し
、

CL
T等

を
⽤

い
た

低
炭

素
建

築
物

等
の

普
及

促
進

に
つ

な
が

る
道

筋
を

つ
け

る
。

⽊
材
利
⽤
に
よ
る
業
務
⽤
施
設
の
断
熱
性
能
効
果
検
証
事
業
（
農
林
⽔
産
省
連
携
事
業
）

期
待

さ
れ

る
効

果
事

業
ス

キ
ー

ム

平
成

30
年

度
要

求
額

4,
50

0百
万

円
（

2,
00

0百
万

円
）

（
う

ち
要

望
額

2,
00

0百
万

円
）


CL

T等
に

代
表

さ
れ

る
新

た
な

部
材

を
⽤

い
た

建
築

物
の

断
熱

性
や

調
湿

性
と

い
っ

た
省

エ
ネ

・
省

CO
2に

資
す

る
性

能
の

評
価

を
通

じ
て

、
CL

T等
を

⽤
い

た
建

築
物

等
の

省
エ

ネ
・

省
CO

2性
の

ポ
テ

ン
シ

ャ
ル

を
定

量
的

に
把

握
す

る
。


低

炭
素

な
建

築
物

の
更

な
る

普
及

を
通

じ
て

、
業

務
そ

の
他

部
⾨

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

起
源

CO
2を

⼤
幅

削
減

す
る

。

20
30

年
の

削
減

⽬
標

達
成

の
た

め
に

は
、

業
務

そ
の

他
部

⾨
に

お
い

て
CO

2排
出

量
の

4割
削

減
が

求
め

ら
れ

て
い

る
。

⼀
⽅

、
CL

T（
Cr

os
s 

La
m

in
at

ed
 T

im
be

r）
等

に
代

表
さ

れ
る

新
た

な
部

材
に

よ
る

建
築

技
術

は
確

⽴
し

つ
つ

あ
る

が
、

CL
T等

の
使

⽤
が

建
築

物
の

省
エ

ネ
・

省
CO

2に
与

え
る

影
響

に
つ

い
て

、
定

量
的

な
デ

ー
タ

は
得

ら
れ

て
い

な
い

。
そ

こ
で

、
⾼

い
省

エ
ネ

・
省

CO
2に

つ
な

が
る

低
炭

素
建

築
物

等
の

普
及

を
促

進
す

る
た

め
、

CL
T等

を
⽤

い
た

モ
デ

ル
建

築
物

を
建

設
し

、
そ

の
断

熱
性

能
を

は
じ

め
と

す
る

省
エ

ネ
・

省
CO

2
効

果
に

つ
い

て
定

量
的

に
検

証
を

⾏
う

。


補

助
対

象
：

CL
T等

建
築

物
を

所
有

す
る

法
⼈

、
地

⽅
公

共
団

体
等


補

助
対

象
経

費
：

設
計

費
、

⼯
事

費
、

設
備

費
、

実
証

に
係

る
計

測
費

等


補
助

率
：

３
／

４
※

(上
限

額
：

５
億

円
)

※
平

成
29

年
度

か
ら

の
継

続
事

業
に

つ
い

て
は

85
％


事

業
実

施
期

間
：

平
成

29
年

度
〜

平
成

31
年

度


CL

T等
の

輸
送

に
か

か
る

エ
ネ

ル
ギ

ー
も

勘
案

し
、

CL
T等

の
⽣

産
・

加
⼯

地
か

ら
近

い
地

域
で

の
案

件
を

⾼
く

評
価

す
る

。


本
事

業
終

了
以

降
、

3ヵ
年

度
は

継
続

し
て

省
エ

ネ
・

省
CO

2性
能

に
資

す
る

デ
ー

タ
の

取
得

を
⾏

う
。


本

事
業

を
活

⽤
し

て
施

⼯
さ

れ
た

CL
T等

を
⽤

い
た

建
築

物
等

に
つ

い
て

は
、

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
、

広
告

、
表

⽰
等

を
通

じ
て

積
極

的
に

情
報

発
信

を
⾏

う
こ

と
と

す
る

。


CL

T
（

Cr
os

s 
La

m
in

at
ed

 T
im

be
r）

と
は

、
ひ

き
板

を
繊

維
⽅

向
が

直
交

す
る

よ
う

に
積

層
接

着
し

た
パ

ネ
ル


欧

⽶
を

中
⼼

に
住

宅
や

商
業

施
設

な
ど

の
壁

や
床

の
材

料
と

し
て

普
及


同

⾯
積

の
コ

ン
ク

リ
ー

ト
と

⽐
較

し
て

軽
い

、
施

⼯
が

早
い

と
い

っ
た

特
徴

を
有

す
る

。

CL
Tを

⽤
い

た
施

⼯
例

CL
Tパ

ネ
ル

例

環 境 省

低
炭

素
化

の
た

め
の

建
設

・
実

証
コ

ス
ト

へ
の

補
助

事 業 者

補
助

率
３

／
４

※

（
上

限
５

億
円

）
補

助
⾦

定
額

⾮ 営 利 法 ⼈

イ
メ
ー
ジ

※
平

成
29

年
度

か
ら

の
継

続
事

業
に

つ
い

て
は

85
％
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背
景

業
務

用
施

設
等

に
お

け
る

ネ
ッ

ト
・

ゼ
ロ

・
エ

ネ
ル

ギ
ー

・
ビ

ル
（

ZE
B
）

化
・

省
C

O
2促

進
事

業
（
⼀
部
経
済
産
業
省
・
国
⼟
交
通
省
・
厚
⽣
労
働
省
連
携
事
業
）

業
務

用
施

設
等

に
お

け
る

ネ
ッ

ト
・

ゼ
ロ

・
エ

ネ
ル

ギ
ー

・
ビ

ル
（

ZE
B
）

化
・

省
C

O
2促

進
事

業
（
⼀
部
経
済
産
業
省
・
国
⼟
交
通
省
・
厚
⽣
労
働
省
連
携
事
業
）

期
待
さ
れ
る
効
果

事
業
概
要

平
成
30
年
度
要
求
額

6,
50
0百

万
円
（
5,
00
0百

万
円
）

事
業
ス
キ
ー
ム


20
30
年
の
CO
2削

減
⽬
標
達
成
に
向
け
、
業
務
そ
の
他
部
⾨
に
お
い
て
約
４
割
の

CO
2削

減
が
必
要
。
こ
の
た
め
に
は
、
業
務
⽤
ビ
ル
等
の
⼤
幅
な
低
炭
素
化
が
必
要
で

あ
り
、
テ
ナ
ン
ト
ビ
ル
、
既
存
の
業
務
⽤
施
設
等
の
省
CO
2化

を
促
進
し
て
い
く
と
と

も
に
、
先
進
的
な
業
務
⽤
ビ
ル
等
(Z
EB
(ビ
ル
内
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
使
⽤
量
が
正
味
で
ほ

ぼ
ゼ
ロ
と
な
る
ビ
ル
))
の
実
現
と
普
及
拡
⼤
を
⽬
指
す
。


地
⽅
公
共
団
体
が
所
有
す
る
施
設
に
つ
い
て
、
リ
ー
ス
⼿
法
を
⽤
い
た
⼀
括
改
修
（
バ

ル
ク
リ
ー
ス
）
を
促
進
す
る
と
と
も
に
、
地
⽅
公
共
団
体
施
設
の
中
で
も
電
⼒
消
費
量

の
⼤
き
い
上
下
⽔
道
施
設
に
お
け
る
省
エ
ネ
型
機
器
・
処
理
シ
ス
テ
ム
の
導
⼊
に
よ
る

消
費
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
削
減
、
再
エ
ネ
設
備
の
活
⽤
に
よ
り
、
施
設
の
省
CO
2化

、
エ
ネ

ル
ギ
ー
の
⾃
⽴
を
促
進
す
る
。


ま
た
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
等
消
費
が
多
い
施
設
で
あ
る
宿
泊
施
設
に
つ
い
て
、
「
国
⽴
公
園

満
喫
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
の
推
進
に
よ
り
国
⽴
公
園
内
の
宿
泊
施
設
の
改
修
需
要
の
⾼
ま

る
機
会
を
捉
え
、
省
CO
2改

修
を
促
し
、
CO
2排

出
量
の
⼤
幅
削
減
を
⽬
指
す
。

（
１
）
テ
ナ
ン
ト
ビ
ル
の
省
CO
2促

進
事
業
（
国
⼟
交
通
省
連
携
事
業
）

環
境
負
荷
を
低
減
す
る
取
組
に
つ
い
て
、
オ
ー
ナ
ー
と
テ
ナ
ン
ト
の
協
働
を
契
約
や

覚
書
等
（
グ
リ
ー
ン
リ
ー
ス
契
約
等
）
を
締
結
す
る
こ
と
に
よ
り
、
省
CO
2を

図
る
事
業

を
⽀
援
す
る
。

（
２
）
ZE
B実

現
に
向
け
た
先
進
的
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
建
築
物
実
証
事
業

（
経
済
産
業
省
連
携
事
業
）

中
⼩
規
模
業
務
⽤
ビ
ル
等
に
対
し
ZE
Bの

実
現
に
資
す
る
省
エ
ネ
・
省
CO
2性

の
⾼
い

シ
ス
テ
ム
や
⾼
性
能
設
備
機
器
等
を
導
⼊
す
る
費
⽤
を
⽀
援
す
る
。
な
お
、
CL
T等

の
新

た
な
⽊
質
部
材
を
⽤
い
て
い
る
ZE
Bに

つ
い
て
は
優
先
採
択
枠
を
設
け
る
。

（
３
）
既
存
建
築
物
等
の
省
CO
2改

修
⽀
援
事
業

（
厚
⽣
労
働
省
、
国
⼟
交
通
省
連
携
事
業
）

既
存
の
⺠
間
建
築
物
等
に
お
け
る
⼤
規
模
な
改
修
を
除
く
省
CO
2性

の
⾼
い
機
器
等
の

導
⼊
を
⽀
援
す
る
。
地
⽅
公
共
団
体
に
お
い
て
は
、
リ
ー
ス
⼿
法
を
⽤
い
た
地
⽅
公
共
団

体
施
設
の
⼀
括
省
CO
2改

修
（
バ
ル
ク
リ
ー
ス
）
を
⽀
援
す
る
。

（
４
）
上
下
⽔
道
施
設
の
省
CO
2改

修
⽀
援
事
業

（
厚
⽣
労
働
省
、
国
⼟
交
通
省
連
携
事
業
）

上
下
⽔
道
施
設
に
お
け
る
⼩
⽔
⼒
発
電
設
備
等
の
再
エ
ネ
施
設
、
⾼
効
率
設
備
や
イ
ン

バ
ー
タ
等
の
省
エ
ネ
設
備
、
Io
T等

を
⽤
い
た
下
⽔
処
理
場
の
省
エ
ネ
化
の
た
め
に
必
要

な
監
視
シ
ス
テ
ム
、
運
転
制
御
シ
ス
テ
ム
等
の
導
⼊
・
改
修
を
⽀
援
す
る
。

（
５
）
国
⽴
公
園
宿
舎
施
設
の
省
CO
2改

修
⽀
援
事
業

⾃
然
公
園
法
に
基
づ
く
認
可
を
受
け
た
、
国
⽴
公
園
内
の
宿
舎
事
業
施
設
（
ホ
テ
ル
、

旅
館
等
）
お
い
て
は
、
省
CO
2性

の
⾼
い
機
器
等
の
導
⼊
を
⽀
援
す
る
。
な
お
、
外
国
⼈

宿
泊
者
受
⼊
対
応
の
た
め
の
改
修
も
併
せ
て
実
施
す
る
施
設
を
優
先
採
択
す
る
。

国
事
業
者

⾮
営
利
法
⼈

（
補
助
率
）

1/
3〜

2/
3

（
補
助
率
）

定
額

補
助
⾦

補
助
⾦

（
１
）
テ
ナ
ン
ト
ビ
ル
の
省
CO
2促

進
事
業

・
補
助
対
象
者

テ
ナ
ン
ト
ビ
ル
を
所
有
す
る
法
⼈
、
地
⽅
公
共
団
体
等

・
補
助
対
象
経
費

省
CO
2改

修
費
⽤
（
設
備
費
等
）

・
補
助
率

1/
2以

内
（
２
）
ZE
B実

現
に
向
け
た
先
進
的
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
建
築
物
実
証
事
業

・
補
助
対
象
者

建
築
物
を
所
有
す
る
法
⼈
、
地
⽅
公
共
団
体
等

・
補
助
対
象
経
費

ZE
B実

現
に
寄
与
す
る
空
調
、
照
明
、
BE
M
S装

置
等
の
導
⼊
費
⽤

・
補
助
率

2/
3以

内
・
補
助
要
件

エ
ネ
ル
ギ
ー
削
減
率

50
％
以
上

（
３
）
既
存
建
築
物
等
の
省
CO
2改

修
⽀
援
事
業

①
⺠
間
建
築
物
等
に
お
け
る
省
CO
2改

修
⽀
援
事
業

・
補
助
対
象
者

建
築
物
等
を
所
有
・
管
理
・
運
営
す
る
法
⼈
等

・
対
象
施
設

既
存
業
務
⽤
施
設
等

・
補
助
対
象
経
費

省
CO
2改

修
費
⽤
（
設
備
費
等
）

・
補
助
率

1/
3以

内
②
地
⽅
公
共
団
体
所
有
施
設
の
省
CO
2改

修
⽀
援
事
業

・
補
助
対
象
者

地
⽅
公
共
団
体
等

・
補
助
対
象
経
費

省
CO
2改

修
費
⽤
（
設
備
費
等
）
、
バ
ル
ク
リ
ー
ス
調
査
費
⽤

・
補
助
率

バ
ル
ク
リ
ー
ス
：
1/
3以

内
、
調
査
費
：
定
額
(上
限
2,
00
0万

円
)

（
４
）
上
下
⽔
道
施
設
の
省
CO
2改

修
⽀
援
事
業

・
補
助
対
象
者

地
⽅
公
共
団
体
等

・
補
助
対
象
経
費

再
エ
ネ
設
備
、
省
CO
2改

修
費
⽤
（
設
備
費
等
）

・
補
助
率

1/
2以

内
（
太
陽
光
発
電
設
備
の
み
1/
3）

グ
リ
ー
ン
リ
ー
ス
契
約
の
普
及
に
よ
る
テ
ナ
ン
ト
ビ
ル
の
低
炭
素
化
、
ZE
Bの

実
現
と

普
及
等
を
通
じ
て
、
業
務
⽤
施
設
等
の
低
炭
素
化
を
促
進
し
、
将
来
の
業
務
そ
の
他
部

⾨
の
CO
2削

減
⽬
標
(4
0％

)達
成
に
貢
献
す
る
。

省
エ
ネ
技
術
の
導
⼊
促
進
に
よ
る
上
下
⽔
道
施
設
の
低
炭
素
化
、
Io
T等

を
⽤
い
た
制

御
技
術
の
普
及
展
開
に
よ
る
下
⽔
処
理
施
設
の
低
炭
素
化
に
貢
献
す
る
。

国
⽴
公
園
内
の
宿
舎
施
設
の
省
CO
2改

修
の
促
進
に
よ
り
、
当
該
施
設
の
低
炭
素
化

と
観
光
客
増
⼤
に
貢
献
す
る
。

（
５
）
国
⽴
公
園
宿
舎
施
設
の
省
CO
2改

修
⽀
援
事
業

・
補
助
対
象
者

国
⽴
公
園
事
業
者
（
宿
舎
事
業
、
⺠
間
事
業
者
に
限
る
）

・
補
助
対
象
経
費

再
エ
ネ
設
備
、
省
CO
2改

修
費
⽤
（
設
備
費
等
）

・
補
助
率

1/
2以

内
（
太
陽
光
発
電
設
備
の
み
1/
3）
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背
景
・
⽬
的

事
業
概
要

賃
貸
住
宅
に
お
け
る
省
CO
2促
進
モ
デ
ル
事
業
（
国
⼟
交
通
省
連
携
事
業
）

期
待
さ
れ
る
効
果

イ
メ
ー
ジ

事
業
ス
キ
ー
ム

平
成
30
年
度
要
求
額

3,
50
0百
万
円
（
3,
50
0百
万
円
）


20
30
年
の
削
減
⽬
標
達
成
の
た
め
に
は
、
家
庭
部
⾨
か
ら
CO
2排

出
量

を
約
４
割
削
減
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。


個
々
の
住
宅
の
低
炭
素
化
の
技
術
は
確
⽴
し
、
⼤
⼿
住
宅
メ
ー
カ
ー
に
よ

る
販
売
住
宅
で
は
ゼ
ロ
エ
ネ
ル
ギ
ー
ハ
ウ
ス
の
展
開
も
進
ん
で
い
る
。


⼀
⽅
で
、
新
規
着
⼯
件
数
の
約
４
割
を
占
め
る
賃
貸
住
宅
で
は
、
低
炭
素

価
値
が
評
価
さ
れ
て
お
ら
ず
、
賃
料
ア
ッ
プ
や
⼊
居
者
獲
得
に
つ
な
が
ら

な
い
た
め
、
省
CO
2型

の
住
宅
の
供
給
、
市
場
展
開
が
遅
れ
て
い
る
。


そ
こ
で
、
市
場
へ
の
省
CO
2性

能
に
優
れ
た
賃
貸
住
宅
の
供
給
促
進
と
、

市
場
に
お
い
て
低
炭
素
価
値
が
評
価
さ
れ
る
た
め
の
普
及
啓
発
を
⼀
体
的

に
⾏
い
、
賃
貸
市
場
を
低
炭
素
化
す
る
必
要
が
あ
る
。

補 助 ⾦

⾮ 営 利 法 ⼈⾮ 営 利 法 ⼈

賃
貸
住
宅
供
給
事
業
者
等

＜
⼾
建

or
集
合

賃
貸
住
宅
＞

環 境 省

低
炭
素
化
の
た
め
の

追
加
コ
ス
ト
へ
の

補
助

検
索
条
件
と
し
て

低
炭
素
型
を
選
択
可

賃 貸 ・ 分 譲 検 索 サ イ ト 等
住
宅
の
環
境

性
能
表
⽰

賃
貸
市
場
に
お
け
る
低
炭
素
型

住
宅
の
供
給
と
普
及
啓
発
の
⼀

体
的
実
施
に
よ
り
、

家
庭
部
⾨
か
ら
の

CO
2⼤
幅
削
減

低
炭
素
型
住
宅
の
新
築
・
改
修

補
助
対
象

：
⾮
営
利
法
⼈

補
助
割
合
：
定
額

間
接
補
助
対
象
：
賃
貸
住
宅
を
建
築
・
管
理
す
る
者

補
助
率

：
①
1/
2(
上
限
額
：
60
万
円
/⼾
)

②
1/
3(
上
限
額
：
30
万
円
/⼾
)

事
業
実
施
期
間
：
平
成
28
年
度
〜
平
成
30
年
度


賃
貸
住
宅
に
つ
い
て
、
⼀
定
の
断
熱
性
能
を
満
た
し
、
か
つ
住
宅
の
省
エ
ネ
基
準
よ
り
も

①
20
％
以
上
（
再
エ
ネ
⾃
家
消
費
算
⼊
可
）
若
し
く
は
②
10
％
以
上
（
再
エ
ネ
⾃
家
消
費

算
⼊
不
可
）
CO
2排

出
量
が
少
な
い
賃
貸
住
宅
を
新
築
、
⼜
は
同
基
準
を
達
成
す
る
よ
う

に
既
築
住
宅
を
改
修
す
る
場
合
に
、
追
加
的
に
必
要
と
な
る
給
湯
、
空
調
、
照
明
設
備
等

の
⾼
効
率
化
の
た
め
に
要
す
る
費
⽤
の
⼀
部
を
補
助
す
る
。


本
事
業
を
活
⽤
し
て
新
築
・
改
修
さ
れ
た
賃
貸
住
宅
に
つ
い
て
は
、
住
宅
の
環
境
性
能
の

表
⽰
や
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
等
を
活
⽤
し
た
効
果
の
普
及
や
PR
を
⾏
う
こ
と
と
す
る
。


さ
ら
に
、
本
事
業
と
並
⾏
し
て
、
賃
貸
住
宅
の
紹
介
・
あ
っ
せ
ん
を
⾏
っ
て
い
る
事
業
者

と
連
携
し
、
賃
貸
住
宅
の
検
索
時
に
、
低
炭
素
型
で
あ
る
こ
と
を
メ
ル
ク
マ
ー
ル
と
し
た

検
索
を
可
能
と
す
る
こ
と
で
、
市
場
全
体
の
低
炭
素
化
を
官
⺠
連
携
で
⾏
う
。


家
庭
部
⾨
の
CO
2削

減
⽬
標
達
成
の
た
め
、
賃
貸
住
宅
市
場
に
お
い
て
省
エ
ネ
基
準
よ
り
も

10
％
以
上
の
省
エ
ネ
を
達
成


省
エ
ネ
性
能
表
⽰
や
「
環
境
性
能
」
の
検
索
条
件
の
整
備
と
普
及
啓
発
を
⼀
体
的
に
⾏
い
、

低
炭
素
型
賃
貸
住
宅
を
選
好
す
る
機
運
を
⾼
め
、
⾃
発
的
な
賃
貸
住
宅
市
場
展
開
を
図
る
。


賃
貸
住
宅
市
場
の
低
炭
素
化
の
端
緒
を
開
き
、
家
庭
部
⾨
の
CO
2を

⼤
幅
削
減
す
る
。
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用　途

地方自治体庁舎 (3)

地方公共団体関連施設 (3)

学校（幼、小、中、高、専修、専門、短大、大学） (2)

こども園、保育所

介護施設 (1)

医療施設

社会福祉施設

事務所 (3)

住宅（共同住宅、公営住宅、社員寮等含む） (3)

店舗・倉庫等 (3)

宿泊施設

実験棟

その他（H27、28に１件ずつ解体済み含む) (4)

計 (22)

国の庁舎 (1)

※ （　）は、内装のみの使用で、内数。

13

93

2

ＣＬＴの活用状況

※ 竣工済み合計９５件の年度別内訳　　H25以前：８件　H26：１７件　H27：２５件　H28：４５件

平成２８年度までに竣工済みのもの

3

5

5

1

2

2

4

24

15

11

4

全国計（件）

4
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用　途

地方自治体庁舎 3

地方公共団体関連施設 22 (5)

学校（幼、小、中、高、専修、専門、短大、大学） 7 (1)

こども園、保育所 5 (1)

介護施設 4

医療施設 4 (2)

社会福祉施設 3

事務所 21 (1)

住宅（共同住宅、公営住宅、社員寮等含む） 21 (1)

店舗・倉庫等 16 (2)

宿泊施設 4

実験棟 1

その他 1

計 112 (13)

ＣＬＴ活用見込み量

※ （　）は、内装のみの使用で、内数。

区　分

平成29年度に実施中のもの 5

検討中のもの 8

　計 13

全国計（件）

平成29年度に実施中のもの

国の庁舎等（実施中、検討中のもの）

全国計（件）

約２万㎥


